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Ⅶ．税 効 果 会 計 関 係 の 注 記 
 
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳                （単位：百万円） 

項  目 
当連結会計年度 

（平成15年３月31日現在） 

前連結会計年度 

（平成14年３月31日現在） 

   

繰延税金資産 

退 職 給 付 引 当 金 

損 金 算 入 限 度 超 過 額  

 

１８，９７０ 

 

１６，１２６ 

 減価償却資産超過額 

税法上の繰延資産償却超過額 

 固定資産未実現消去に係る税効果 

３，６８４ 

２，２５８ 

１４，２７４ 

２，８３２ 

２，４５５ 

１５，５３９ 

 その他 １２，２６５ ７，７９５ 

繰延税金資産 合計 ５１，４５３ ４４，７４８ 

繰延税金負債   

 その他 △ ６３６ △ ６１４ 

繰延税金負債 合計 △ ６３６ △ ６１４ 

繰延税金資産 純額 ５０，８１７ ４４，１３３ 

（注） 前連結会計年度及び当連結会計年度における繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目にふく

まれている。 

項  目 
当連結会計年度 

（平成15年３月31日現在） 

前連結会計年度 

（平成14年３月31日現在） 

固定資産－繰延税金資産 ４３，３１９ ４０，５０７ 

流動資産－繰延税金資産 ７，８２７ ３，９６０ 

固定負債－繰延税金負債 △ ３２９ △ ３３４ 

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となっ 

 た主要な項目別内訳                                    （単位：％） 

項  目 
当連結会計年度 

（平成15年３月31日現在） 

前連結会計年度 

（平成14年３月31日現在） 

法定実効税率  ３６．００   ３６．００  

（調整） 

交際費等永久に損金に算入されない項目 

  

１．３５ 

   

１．６６ 

 

受入配当金等永久に益金に算入されない項目 △ ０．８０  △ １．０７  

親子会社間において事業税の課税方法が異な

ることによる差異 

 
２．０３ 

  
１．５０ 

 

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正  ０．２９   －  

その他  １．５８   ２．８２  

 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 

 

  

４０．４５ 

 

 

 

 

 

４０．９１ 

 

 

３．繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用した連結子会社１１社のうち６社の法定実行税率は、前期42.06％、 

当期40.69％であり、当期における税率の変更により繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額） 

が９８百万円減少し、当期費用に計上された法人税等の金額が１０２百万円増加し、また、その他有価証券評価 

差額金が４百万円増加している。 


